
○沖縄市給水条例施行規程 

沖縄市給水条例施行規程(平成10年水道局規程第2号)の全部を改正する。 
目次 

第1章 給水装置の工事及び費用(第1条－第6条) 

第2章 給水及び管理(第7条－第14条) 

第3章 料金及びその他の納入金(第15条－第24条) 

第4章 小規模貯水槽水道(第25条) 

附則 
 

第1章 給水装置の工事及び費用  

(目的) 

第1条 この規程は、沖縄市給水条例(平成9年沖縄市条例第14号。以下「条例」と

いう。)の施行に関し、必要な事項を定めることを目的とする。  

(給水装置新設等の申込み) 

第2条 条例第5条に規定するうち給水装置の新設(臨時仮設を含む。)、改造(増設

を含む。)の申し込みは「給水装置申込及び工事申請書」の提出をもって行う。  

2 沖縄市上下水道事業管理者(以下「管理者」という。)は、次の各号の一に該当

する場合は、給水装置新設の申込みを拒むことができる。  

(1) 需要量に対して、供給できる水量が著しく不足しているとき。  

(2) 申込地域に配水管が布設されておらず、この布設計画が後年次であると

き。  

(3) 特殊な地形等のため技術的に給水が著しく困難なとき。  

3 前項第2号の場合は、申込者において配水管を給水管として、その費用を負担す

るときは、この限りではない。  

(利害関係人の同意) 

第3条 条例第5条の規定により給水装置工事を申込む場合は、当該工事に関する利

害関係人の同意承諾を取得すること。  

2 給水申込者は、前項の同意承諾を取得できない場合は、誓約書を提出するこ

と。  

3 給水装置の設置又は管理に関し、利害関係人その他の者から異議があるとき

は、給水装置工事申込者の責任とする。  

(開発等の事前協議) 

第4条 条例第2条の給水区域内において開発行為等を行うものは、その給水方法、

費用負担、施設の維持管理等について、あらかじめ協議し、管理者の同意を得な

ければならない。  

2 前項について必要な事項は、管理者が別に定める。  

(工事の手続き) 

第5条 第2条の「給水装置申込及び工事申請書」により管理者の承認を得た給水装

置について、指定給水装置工事事業者は、工事竣工後は速やかに給水装置工事検

査申請書を提出し、工事検査を受けなければならない。  

(工事等の変更又は取消) 

(平成17年1月7日水道局訓令第1号)
改正 平成18年7月11日水道局訓令第2号 平成25年11月1日水道局訓令第8号

令和元年10月1日水道局訓令第10号 令和2年3月31日水道局訓令第26号
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第6条 条例第5条及び同第7条の規定による給水装置の申込み又は給水装置工事の

申請を変更し、若しくは取消をしようとするときは遅滞なく管理者に届出なけれ

ばならない。  

第2章 給水及び管理  

(給水契約の申込み) 

第7条 条例第11条に規定する給水契約の申込みは、「給水装置使用異動届」によ

り行う。  

(代理人及び管理人の選定届等) 

第8条 条例第12条、同第13条及び同第16条第2項第4号の規定による給水装置の所

有者の代理人及び管理人の選定又は変更の届出は、「代理人、管理人選定(変更)

届」により行う。  

(水道の使用中止、変更等の届出の様式) 

第9条 条例第16条の規定による届出は、次の各号の一に該当するときは「給水装

置使用異動届」により行う。  

(1) 給水装置の使用を開始し、中止し、及び廃止しようとするとき。  

(2) 水道の使用者の氏名又は住所に変更があったとき。  

(3) 給水装置の所有者に変更があったとき。  

(水道使用者等の責任) 

第10条 水道の使用者又は管理人並びに給水装置所有者若しくは代理人は、その家

族、同居人、雇人等の行為についてもこの条例に定める責を負わなければならな

い。  

(給水装置操作の禁止) 

第11条 給水装置は、管理者が指定したもののほか、これを操作してはならない。

ただし、給水栓及びメーター下流側に設置されている止水弁についてはその限り

ではない。  

(身分証明証の携帯) 

第12条 給水装置の検査をするとき、検査員は身分証明証を携帯しなければならな

い。  

(給水装置の改良通知) 

第13条 管理者は、条例第29条の規定により給水装置の撤去又は改良の必要がある

と認めたものについては、水道使用者等に通知しなければならない。  

2 前項の通知を受けた水道使用者等は、通知書による指定期限の30日以内に撤去

又は改良しなければならない。  

(水道使用上の注意) 

第14条 給水用機器にホース等を接続して水道を使用するときは、給水装置に水が

逆流しないように措置しなければならない。  

第3章 料金及びその他の納入金  

(料金算定の期間) 

第15条 条例第20条第1項の1カ月とはメーター検針の翌日から次の検針日までの期

間をいう。  

(使用水量・料金のお知らせ票) 

第16条 メーターを検針したときは、使用水量・料金のお知らせ票を交付するもの

とする。  
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(使用水量の認定) 

第17条 条例第22条の規定による使用水量の認定は、前2カ月間における使用水

量、又は前年同期の使用水量その他の事実を考慮して行う。  

(用途別の適用基準) 

第18条 条例第20条第1項の料金表中、用途別の適用基準は、次のとおりとする。  

(1) 専用給水装置  

ア 一般用とは、公衆浴場用、船舶用及び臨時仮設用以外に使用するもの  

イ 公衆浴場用とは、沖縄県公衆浴場基準条例(昭和47年沖縄県条例第16号)第

2条第1項に規定する普通公衆浴場であって、公衆の利用に供するため業とし

て使用するもの  

ウ 船舶用とは、船舶に使用するもの  

エ 臨時仮設用とは、工事、興業等のため臨時に使用し、その目的が終われば

撤去されるもの  

(2) 共用給水装置  

ア 連合専用とは、賃貸住宅及び共有住宅で1個のメーターを生計を異にする2

戸(世帯)以上で連合して使用し、個々に料金を負担するもので管理者の承認

を得たもの  

イ 各戸検針用とは、流末装置で給水し、3階建て以上の建物で住居部分が6割

以上の共同住宅について、管理者と所有者等が別に定める契約書により「共

同住宅における各戸検針及び水道料金等徴収に関する契約」を締結したもの 

(用途の認定) 

第19条 水道の用途が届出と相違するときは、管理者が用途を認定し、その料金を

徴収することができる。  

(料金等の徴収方法) 

第20条 料金、その他の納入金は納入通知書により徴収する。ただし、管理者が必

要と認めるときは、口座振替又は集金の方法により徴収することができる。  

2 水道使用を止めた場合であってもその届出がないときは、料金を徴収する。  

3 給水装置を中止し、又は廃止した場合の料金は、随時これを徴収する。  

4 管理者が必要と認めたときは、条例によって納入しなければならない料金、そ

の他の納入金を分納、延納により徴収することができる。  

(料金等の納入期限) 

第21条 条例の規定により徴収する料金は、毎月分を翌月の22日までに納入しなけ

ればならない。  

2 その他の納入金は、特に定めのない限り納入通知書を発した日から14日以内と

する。  

(過誤納による精算) 

第22条 料金、その他の納入金を納入した後増減を生じたときは、追徴又は還付す

る。  

2 前項に規定する料金の追徴又は還付金は、翌月以降の料金で精算することがで

きる。  

(料金等の督促及び延滞金) 

第23条 料金、その他の納入金を納入期限までに完納しない場合においては、納入

期限後20日以内に督促状を発しなければならない。  
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2 督促状に指定する期限は、その発送の日から15日以内とする。  

3 第1項の規定により督促状を発した場合においては、条例第27条第1号に規定す

る督促手数料を徴収する。  

4 第2項の規定により指定された期限（以下「指定納期限」という。）までにその

納付すべき金額を納付しないときは、指定納期限の翌日から納付の日までの期間

の日数に応じ、条例第27条第2号に規定する延滞金を徴収する。  

(無断使用に対する措置) 

第24条 前使用者の給水装置を管理者に無届で使用したものは、前使用者に引き続

いて使用したものとみなす。  

第4章 小規模貯水槽水道  

(簡易専用水道以外の貯水槽水道の管理及び自主検査) 

第25条 条例第36条第2項の規定による簡易専用水道以外の貯水槽水道(以下「小規

模貯水槽水道」という。)の管理及びその管理の状況に関する検査は、次に定め

るところによるものとする。  

(1) 次に掲げる管理基準に従い、管理すること。  

ア 水槽の掃除を毎年1回以上定期に行うこと。  

イ 水槽の点検等有害物、汚水等によって水が汚染されるのを防止するために

必要な措置を講ずること。  

ウ 給水栓における水の色、濁り、臭い、味その他の状態により供給する水に

異常を認めたときは、水質基準に関する省令の表の上欄に掲げる事項のうち

必要なものについて検査を行うこと。  

エ 供給する水が人の健康を害するおそれがあることを知ったときは、直ちに

給水を停止し、かつ、その水を使用することが危険である旨を関係者に周知

させる措置を講じること。  

(2) 前号の管理に関し、毎年1回以上定期に、小規模貯水槽水道の設置者が給水

栓における水の色、濁り、臭い、味に関する検査及び残留塩素の有無に関する

水質の検査を行うこと。  

附 則  

この訓令は、平成17年1月7日から施行する。ただし、第18条第2号イの改正規定

は、平成17年4月1日から施行する。  

附 則(平成18年7月11日水道局訓令第2号)  

この訓令は、平成18年7月11日から施行する。  

附 則(平成25年11月1日水道局訓令第8号)  

この訓令は、公布の日から施行する。  

附 則(令和元年10月1日水道局訓令第10号)  

この訓令は、公布の日から施行する。  

附 則(令和2年3月31日水道局訓令第26号)  

この訓令は、令和2年4月1日から施行する。  
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